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1  本論文の早期原稿は、2005 年 10 月の一橋大学経済研究所定例研究会にて報告された。当研究会において、本論文の
改訂作業に関わる有益な助言を、祝迫得夫、神林龍、黒崎卓、西沢保の各氏より戴いた。ここに感謝申し上げる次第で
ある。また関連する研究報告を 2005 年 10 月の早稲田大学政治経済学部第 142 回 Glope ワークショップ｢国家、分配、
デモクラシーの政治経済学｣で行った際に、宇佐美誠氏との議論の機会を得たことが、本論文執筆上、有益であった。こ
こに感謝申し上げる次第である。 
2  例えば、法人税(97 年度 37.5％から 98 年度 34.5％、99 年度 30％)・法人事業税(97 年度 12％,98 年度 11％,99 年度
9.6％)等の減税、 所得税(98 年度 50％から 99 年度 37.5％) ・住 民 税 (98 年度 15％から 99 年度 13％)の最高税率引き下げ、




実施)  と地方自治体への負担の転嫁が｢三位一体改革｣の一環として検討されている。 
4  例えば、労働基準法の改定による、裁量労働制の導入(98 年度、03 年度)や、従来一年以内とされた有期雇用の三年ま
での拡大(98 年度、03 年度)、また、派遣労働の｢原則自由｣化(00 年度)及びその製造業務への適用(04 年度)等。 
5  そうした動向は結果的に労働市場の買い手市場的構造を強化することもあり、正規被雇用者においても総労働時間の
増大という傾向が見られている。 







































                                                  
9  容易に確認できることであるが、既存の｢仮想的補償原理｣の基準は、いずれも循環的な二項関係を生み出す可能性を
有している。 
































  以下、第 2 節では、福祉国家的政策の社会的評価問題に対して、伝統的な厚生経
済学が前提する厚生主義的アプローチの限定性を明らかにする。その上で、第 3 節では、
その限定性を超克した、より包括的な社会的評価を確立する為の理論的基礎作業を進行さ
                                                                                                                                                  
の欧米における展開のサーベイとして、宮本 (2004)が有益である。 
11  いわゆる日本国憲法 25 条第 1 項の｢すべて国民は、 健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する｣の事である。  
12  そのような代替案として位置づけられているのが｢基本所得｣政策である。｢基本所得｣政策については、後藤・吉原
(2004)を参照の事。  4
せる。最後に 4 節で、全体としての結論といくつかの追加的注意事項について言及する。 
 


















+ R における選好は、効用関数 :
m






m Y ⊆ R として与えられている。 この集合Y は凸であると仮定しよう。
以上の設定の下で、 任意な一つの生産経済がリスト ( ) ;; ; ;
m
i iN eN u Y + ∈ ≡Ω R によって定義
される。この経済における実行可能配分の集合は 
() ( ) {} { }
mn
iN ii iN Ae x x Y ∈ + ∈ ∑ ≡= ∈ ∈ + Ω xR  
として定義される。任意の実行可能配分 ( ) A e ∈ x がこの経済環境e においてパレート効率
的であるのは、以下のパレート優位性の条件を満たす実行可能配分 ′ x が存在しないとき、
そのときのみである: 
() () ii ii ux ux ′ ≥ ,  iN ∀∈ ;  かつ  ( ) ( ) jj jj ux ux ′ > ,  jN ∃ ∈ . 
                                                  







この生産経済におけるパレート効率的配分の集合を ( ) Peで表す。今、任意のパレート効率
的配分 () ( ) i iN x Pe
∈ =∈ x に関して、 () ( )( ) { } ;
m
ii i i i Ux u x ux ux + ≡∈ ≥ R を各個人ごとに定
義し、さらに集合 ( ) ( ) ;; ii iN UU x u ∈ ≡ ∑ xu を定義する。この集合 ( ) ; U xu の各要素は、財
ベクトル
m x + ∈R であって、かつこの財ベクトルx を消費者の間に適当に配分すれば、いず
れの個人iN ∈ も少なくとも ( ) ii i uu x = の効用を得る事が出来る。 この集合 () ; U xu の下方
境界集合 () ; U ∂ xu は スキトフスキー･フロンティアと呼ばれる。定義より、
() ; yU +Ω∈∂ xu である事が容易に確認できよう。また、( ) , y x がパレート効率的配分で
あることから、 
{} () () ; YU +Ω ∩ = ∅ xu
 




らの効用関数プロファイルが () i iN u
∈ = u で与えられているとしよう。このとき:  
 
定義1:    任意の経済環境 ( ) ;; ; ;
m
i iN eN u Y + ∈ ≡Ω R の下での任意の実行可能配分 ( ) A e ∈ x
と、任意の経済環境 () ;; ; ;
k
i iN eN u Y + ∈ ′′ ′ ≡Ω R における任意の実行可能配分 () A e ′′ ∈ x に





ティアの｢右上方｣に配分 ′ x の下での総消費点 i iNx ∈ ′ ∑ が位置している。これは () ; U xu
 
の定
義より、 i iNx ∈ ′ ∑ を適当に分配することによってx を｢パレート優越｣する別の実行可能配分
() A e ′′ ′ ∈ x の存在を意味する。 かくして、x から ′ x への移行が強いカルドア原理によって是
認される事とは、 ′ x を達成する財の資源配分の再分配を仮に行うことによって、x を｢パレ 6
ート優越｣する、 ∑ ∑ ∈ ∈ ′ = ′ ′ N i i N i i x x という性質を持つ別の実行可能配分 () A e ′′ ′ ∈ x が存在す
る事に他ならない。 
一般に、 ′ x とx とでは｢パレート優越関係｣が生じると限らない。すなわち、政策
による社会状態のx から ′ x への移行によって、 効用上の改善を享受する個人(受益者)がいる
一方で、効用上のロスを被っている個人(損失者)がいる状況が普遍的である。このような状
況においても、 ′ x を達成する財の資源配分の再分配を仮に行うことによって、政策実行に
よる損失者の効用上のロスを受益者からの移転によって補っても尚、 受益者の状態はx と比
較して尚、悪化していないかもしくは改善されているのであれば、現実にそのような受益















して、彼の初期所得は 0 i M > であるとしよう。また、彼の消費に関する選好順序は効用関
数 i u で表されているものとする。 このとき、 市場価格
m p + ∈R の下での彼の間接効用水準は、  
() () ( ) , ,m a x
i ii i xBp M Vp M ux ∈ ≡  
で与えられる。但し、 () , i B pM は個人i の予算集合である。今、市場価格が
m p + ′∈R へと
変化する結果、彼の間接効用水準も ( ) , ii Vp M ′ に変化したとしよう。このとき、この変化












ii i i Vp M E V Vp M
′ ′ +=  
が成立する。この










ii i i Vp M C V Vp M
′ ′ −=  
が成立する。この





() () , ,m i n m
ii i xu x u ep u px
+ ∈≥ ≡ ⋅
R  
と定義される。 任意の経済環境 ( ) ;; ; ;
m
i iN eN u Y + ∈ ≡Ω R と、 () ;; ; ;
k
i iN eN u Y + ∈ ′ ′′ ≡Ω R を
考え、それぞれ対応する実行可能配分 ( ) A e ∈ x と、 ( ) A e ′ ′ ∈ x を取る。それぞれの配分は
それぞれの経済環境の下でパレート効率的であり、その結果対応する効率価格ベクトル p
及び p′が存在する。 すると配分x において、 各消費者iN ∈ の間接効用関数値は () , ii Vp p x ⋅
で与えられる。対応して、 ′ x において、各消費者iN ∈ の間接効用関数値は () , ii Vppx ′′′ ⋅ で
与えられる。その結果、配分x から配分 ′ x の移行に伴う、各消費者iN ∈ の補償変分、等価
変分は、 
( ) ( ) () ( ) ( )
, ,, , ,
pp
ii i i i CV e p V p p x e p V p p x
′ ′′ ′ ′ ′ =⋅ − ⋅   及び 
( ) ( ) () ( ) ( )
, ,, , ,
pp
ii i i i E V ep V ppx ep V ppx
′ ′′′ =⋅ − ⋅  
となる。各個人の補償変分、及び等価変分の集計したものを集計的補償変分、及び、集計
的等価変分と呼び、それぞれ




( ) , pp
i iNEV
′
∈ ∑ で表すものとする。 
以下の諸帰結は、ミクロ経済学における既知の基本的事実である： 
 
命題 1:    任意の経済環境 ( ) ;; ; ;
m
i iN eN u Y + ∈ ≡Ω R ,  ( ) ;; ; ;
k
i iN eN u Y + ∈ ′ ′′ ≡Ω R ,  及び、
任意のパレート効率的配分 () Pe ∈ x ,  ( ) Pe ′ ′ ∈ x に関して、 配分x から配分 ′ x の移行が強い 8
カルドア原理によって是認されるならば、各パレート効率配分の効率価格ベクトルに基づ
いて導出される集計的等価変分
( ) , pp
i iNEV
′
∈ ∑ は正値になる。15 
 
系 1:    任意の経済環境 ( ) ;; ; ;
m
i iN eN u Y + ∈ ≡Ω R ,  ( ) ;; ; ;
k
i iN eN u Y + ∈ ′ ′′ ≡Ω R ,  及び、任
意のパレート効率的配分 () Pe ∈ x ,  ( ) Pe ′ ′ ∈ x に関して、 配分x から配分 ′ x の移行が強いカ
ルドア原理によって是認されるならば、現存の配分x に対応するパレート効率価格 p で評
価した ′ x の下での国民総所得 i iNp x
∈ ′ ⋅ ∑ は、パレート効率価格 p で評価したx の下での国
民総所得 i iNp x





ならない。但し、 ′ x がx に十分に近い場合には、十分性も成り立つことを確認できる。 
 
命題 2:    任意の経済環境 ( ) ;; ; ;
m
i iN eN u Y + ∈ ≡Ω R ,  ( ) ;; ; ;
k
i iN eN u Y + ∈ ′ ′′ ≡Ω R ,  及び、
任意のパレート効率的配分 () Pe ∈ x ,  ( ) Pe ′ ′ ∈ x に関して、 各パレート効率配分の効率価格
ベクトルに基づいて導出される集計的等価変分が




∈ > ∑ であるとしよう。この
とき、 ′ x がx に十分に近い場合には、配分x から配分 ′ x の移行が強いカルドア原理によっ
て是認される。 
 
系 2:    任意の経済環境 ( ) ;; ; ;
m
i iN eN u Y + ∈ ≡Ω R ,  ( ) ;; ; ;
k
i iN eN u Y + ∈ ′ ′′ ≡Ω R ,  及び、任
意のパレート効率的配分 () Pe ∈ x ,  ( ) Pe ′ ′ ∈ x に関して、 配分x に対応するパレート効率価
格 p で評価した ′ x の下での国民総所得 i iNp x
∈ ′ ⋅ ∑ は、価格 p で評価したx の下での国民総
                                                  
15  同様の帰結は、集計的補償変分に関しても成立する。  9
所得 i iNp x
∈ ⋅ ∑ を必ず上回るとしよう。 このとき、 ′ x がx に十分に近い場合には、 配分x か

























グーは『厚生経済学』の｢第 1 章  厚生と経済的厚生｣において、｢我々の研究範囲は、社会










由主義的権利の尊重｣という観点や、 同じくセンの｢機能と潜在能力｣[Sen (1985)]の理論は、 そうした｢主観的選好の充足｣
では捉えられない福祉や｢善き生｣の評価概念を提供するものであったのである。本稿は、こうした個人の｢主観的選好の








































































その大きさにおいて異なるとも、 おそらくその方向において相等しいものと見なしてよいであろう。 ・ ・ ・ ・約言すれば、
経済的厚生に対する経済的原因の影響に関する質的な結論は、厚生全体に対する影響についても当てはまるであろうと
いう・・・一つの想定がここにある。 ・・・この想定が無効であるべきだと主張する人々は、それについて挙証の責任を
負うものである｣[Pigou (1932)],  翻訳 pp.20-21.、と。 



























































(1971; 1993; 2001)]とアマルティア・セン[Sen (1980; 1985)]の規範理論体系および、ヴァ




































3.1.  拡張された社会的厚生関数の理論的枠組み 
前小節の問題提起を踏まえ、以下では後藤=鈴村=吉原[Gotoh, Suzumura, and 
Yoshihara (2005)]の提起に基づき、 拡張された社会的厚生関数20の議論を展開したい。 ここ
で考える経済環境は、1 投入 1 産出の単純な生産経済であり、それは以下の様なモデルで表
現できる。この社会における個人の全体集合は N であり、# N ＝n である。この社会にお
ける一つの労働スキルのプロファイルはs ≡ N i i s ∈ ) ( ∈
n
+ R で記述される。 ここで i s は、 任意
の個人i の単位労働時間当たりに行使する、効率単位で評価された労働量を表している。ま
た、 i u は任意の個人i の消費に関する選好順序を表現する実数値関数であり、その定義域で
ある消費空間はZ ≡ + ×R ] 0 [ x , である。ここで、空間 ] 0 [ x , は、任意の個人の選択可能な労
                                                  
19現代の代替的な分配的正義論に関する邦文献としては、 例えば  吉原 (1999), 鈴村･吉原 (2000), 吉原 (2003b), 後藤･
吉原 (2004)などを参照のこと。 
20  Gotoh, Suzumura, and Yoshihara (2005)  では、｢拡張された社会的順序関数｣と呼んでいる。  15
働時間の集合を意味し、 x は全ての個人に共通に与えられている、選択可能な労働時間の
上限である。 他方、 非負の実数空間 + R は、 生産された財の消費空間を表す。 任意の個人i の
消費ベクトルは一般に、 i z ＝ ) ( i i y , x ∈ Z によって記述される。Z 上の選好順序を表す効用
関数 i u は、労働時間に対して単調減少、生産される財の消費に対して強単調増加であると
仮定される。 その様な性質を共有する効用関数のプロファイル () iiN u ∈ = u が一つ与えられて
いる。この社会の生産技術は生産関数 
f : + R → + R   但し、∀ x ∈ + R ,  ) (x f ＝ y  
で表され、この f は強単調増加な連続凹関数であるとする。かくして、一つの経済環境は
e ≡ ;;; ; NZ f us として定義され、 その許容なクラスをE で表す事にする。 ある経済環境e
＝ ;;; ; NZ f us ∈ E の下での実行可能配分は消費ベクトルの組み合わせz ≡ N i i z ∈ ) ( ＝
N i i i y , x ∈ ) ( ∈
n Z であって、 ∑
∈N i







i ix s を満たすものである。環境eの下での実行
可能配分の集合を ( ) A e で記す事にする。 
ここでは資源配分ルールを、 ゲーム形式タイプγ によって表現されるものと考える。
それは、以下では配分ルールの帰結主義的特性のみならず、非帰結主義的な特性にも関心
を寄せる故である。一つのゲーム形式は、ペアγ = ( ) , M g として定義される。ここで
iN i M M ∈ ≡× は各個人の戦略集合 i M の直積であり、他方、 :
n g MZ → は帰結関数である。
ゲーム形式γ = ( ) , M g と一つの経済環境e＝ ;;; ; NZ f us が定まると、一つの非協力ゲー
ム( ) , e γ が定義できる。その非協力ゲームの純粋ナッシュ均衡戦略の集合を ( ) , NEe M γ ⊆ 、





ではなく、むしろ配分z とそれを実現する配分メカニズムγ のペア( ) ,γ z を採用する。この
ようなペアを今、一般に、拡張された社会的選択肢(extended social alternative)と呼ぶ。
今、経済環境が ;;; ; eN Z ufE =∈ s として与えられるとき、その環境の下での実行可能配
分 () A e ∈ z は、その環境の下でルールγ を行使することによって定義される非協力ゲーム 16
( ) , e γ のナッシュ均衡帰結であるとしよう。すなわち、 ( ) , NE e τ γ ∈ z である。そのような性
質を持つ拡張された社会的選択肢を特に、 環境eにおける実現可能な拡張された社会的選択
肢(realizable extended social alternative)と呼ぶ事にし、そのような選択肢の集合を ( ) e Ξ
で表す。 




n QE Z →→ ×Γ であって、それは任意の経済環境 ;;; ; eN Z ufE = ∈ s に対し
て、 () e Ξ 上の順序関係 () Qeを割り当てる21ものである。ここで、順序関係 () Qeの解釈は
以下のようになる:  任意の実現可能な拡張された社会的選択肢( ) ( )( ) ,,, e γγ ′′ ∈Ξ zz に関し
て、() ( ) () () ,,, Qe γγ ′′∈ zz となるのは、 経済環境eにおいて実行可能配分z が配分ルールγ
によってナッシュ均衡として遂行される状態は、実行可能配分 ′ z が配分ルールγ′によって
ナッシュ均衡として遂行される状態よりも、 ( ) Qeが体現する社会的価値判断に基づくなら
ば、少なくとも同程度に望ましいとき、そのときのみである。また、従来の二項関係の定
義と同様に、 () Qeの対応する無差別関係、狭義の選好関係をそれぞれ () () I Qe 、及び




(I).  労働選択に関する自由主義的権利の定式化 








                                                  




































                                                  
22後藤・吉原 (2004)を参照の事。  18
しないかだけである。その場合には、労働の選択権とは労働時間の選択権に還元されると
仮定して差し支えないであろう。 
労働時間の選択権は、 以下のように定義される。 ある配分メカニズム () , M g γ = が
労働主権的  (labor sovereign)であると言うのは、以下の条件が成り立つときそのときのみ
である:  任意の個人iN ∈ は、どんな労働時間 [ ] 0, i x x ∈ に関しても、ある適切な戦略
ii mM ∈ を選択するならば、他者がいかなる戦略 ii M − − ∈ m を採るかに関わり無く、
() 1 , ii i i gm x − = m 23とすることが出来る。労働主権的な配分ルールの集合を LS Γ で表す。 
かくして: 
 
労働主権(LS):    ;;; ; eN Z fE ∀= ∈ us ,  ( ) ( ) ( ) ,,, e γγ ′′ ∀∈ Ξ zz ,  



















                                                  
23  ここで () 1 , ii i i g mx − = m とは、戦略 () , ii mM − ∈ m に対応して、帰結関数が指定する個人 iN ∈ の労働時間供給量を記述
している。  19







nn JE Z Z →→ × は、任意の経済環境 ;;; ; eN Z fE = ∈ us に対して、
対応する実行可能集合 () A e 上で二項関係 ( ) Jeを定義する関数である。 この二項関係 ( ) Je
が、ある分配的正義の理論を体現するものであり、その基準に則って、代替的な実行可能















件で定義している。その定義から始めよう。任意の経済環境 ;;; ; eN Z fE = ∈ us の下で、
賃金率wにおいて、 労働スキルが i s である個人が消費ベクトル ( ) , ii i zx y = を賦与されている
場合の彼の予算集合は 
( ) ( ) [ ] { } ,, , 0 , 1 ii i i i i B z s w x y y ws x y ws x + ≡∈ × − ≤ − R  
で定義される。 ここで、 () ,, ii i i i i zsw y w s x π ≡− と置こう。 そのとき、 個人i の効用関数が i u 20
であるときに、それに対応して定義される間接効用関数を i v で表せば、この賃金率wの下
での彼の間接効用関数の値は ( ) () ( ) ,, ,, ii i i i i i vw s zsw uz π ≡ によって定義される。この間接
効用の値を、彼の予算集合に関する彼自身の評価と見なすのである。このとき、 
 
定義 2 [Parijs (1995)]：  任意の経済環境 ;;; ; eN Z fE = ∈ us の下で、実行可能配分
() A e ∈ z が  非支配的多様性  (Undominated Diversity)を満たすのは、 この経済環境の下で
z を利潤最大化生産計画と整合化するような任意の支持価格 0 w>   の下で、以下の条件が
満たされるときである： 
, ij N ∀∈,  kN ∃∈ ,  () ( ) ( ) ( ) ,, ,, ,, ,, ki i i i k j j j j vw s z s w vw s zsw ππ ≥ . 
 
非支配的多様性はいわゆる無羨望(No envy) [Foley (1967)]基準に比べるとはるかに弱い条
件である。この条件に基づいてパレース主義的二項関係写像
ND J を構成してみよう。 
任意に与えられた経済環境 ;;; ; eN Z fE = ∈ us の下での任意の実行可能配分
() A e ∈ z に対して、集合 () ; HN N ⊆× zu を以下のように定義する: 
()( ) ( ) () { } ;, : kj k i Hi j N N k N u z u z ≡∈ × ∀ ∈ > zu . 
定義より、集合 () ; H zu は、効用関数のプロフィール





とにしよう:    任意の経済環境 ;;; ; eN Z fE =∈ us に関して, 
() () ()( )( ) () () { }
ND ,; ; PJ e Ae AeH H ′′ ≡∈ × ⊂ zz zu zu . 
このように定義される二項関係写像
ND J は任意の経済環境 ;;; ; eN Z fE = ∈ us に関して、
連続な厳密半順序(strict partial ordering) ( )
ND Je を割り当てる性質を持つ事を確認できる。  
  以上の準備の下で、拡張された社会的厚生関数において、分配的正義の基準を以 21
下の様に導入することが出来る: 
 
J に基づく公正性の尊重(J-RF):  ;;; ; eN Z fE ∀= ∈ us ,  ( ) ( )( ) ,,, e γγ ′′ ∀∈ Ξ zz ,  
[ () , = zx y ,  ( ) , ′ ′′ = zx y  &  ′ = xx ]⇒ 
[ () ( ) () ( ) ,,, Qe γγ ′′∈ zz ⇔ ( ) ( ) , Je ′ ∈ zz ; 



















配分におけるパレート基準(PA):  ;;; ; eN Z fE ∀= ∈ us ,  ( ) ( )( ) ,,, e γγ ′′ ∀∈ Ξ zz ,  
[ ( )( ) ii ii uz uz ′ > () iN ∀∈ ]⇒ ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ,,, PQe γγ ′′∈ zz ; 









3.2.  拡張された社会的厚生関数の理論的構成可能性問題 
3.1 節で議論した３つの基本的基準を満たす拡張された社会的厚生関数は理論的
に構成可能であろうか？その議論を行うための理論的基礎準備作業からまずは始めたい。
今、任意の社会状態の普遍集合を X とし、その集合上で定義される二項関係を一般にR で




定義 3：  ある二項関係
a R XX ⊆×が公理a を体現するとは、以下のことが成り立つこと
を意味する：  , X ′ ∀∈ xx ,  
() ,
a R ′ ∈ xx  (resp.  ( )
a PR )  ⇔ 公理a に従えば、x は ′ x よりも少なくとも 
同程度に望ましい(resp.  厳密に望ましい). 
 
一般にある公理a を体現する二項関係は完備な順序である保証はない。 では、 一般にある社
会的順序R XX ⊆×がある公理を満たすとはいかなることかを定式化しよう。 
 












 ⊇∪  
















定義 5 [Suzumura (1976)]:  ある二項関係R XX ⊆×が整合性(consistency)を満たすとは、
X 上の任意の有限部分集合{ }
12 ,,,
t x xx … に関して、Rが以下のような incoherent cycle を
持つことが無いことを言う： 
( ) ( )
12 , x xP R ∈ ,  ( )
1 ,
kk x xR
+ ∈   2, , 1 kt ∀ =− … , &  ( )
1 ,
t x xR ∈ . 
 






























LS n QE Z →→ ×Γ 、 ( )
2
:
JRF n QE Z →→ ×Γ 、及び ( )
2
:
PA n QE Z →→ ×Γ によっ
て体現される:  
(1)  ;;; ; eN Z fE ∀= ∈ us ,  () ( ) ( ) ,,, e γγ ′′ ∀∈ Ξ zz , 
() ( ) ( ) ( ) ,,,
LS Qe γγ ′′∈ zz ⇔ [ LS γ ∈Γ  &  LS γ′∉Γ ], 
(2)  ;;; ; eN Z fE ∀= ∈ us ,  () ( ) ( ) ,,, e γγ ′′ ∀∈ Ξ zz  with  ( ) , = zx y  &  () , ′′ ′ = zx y ,  24
( )( ) ( ) ( ) ,,,
JRF Qe γγ ′′∈ zz ⇔ ′ = xx  & ( ) ( ) , Je ′ ∈ zz ; 
() ( ) ( ) ( ) ( ) ,,,
JRF PQ e γγ ′′∈ zz ⇔ ′ = xx  & ( ) ( ) ( ) , PJe ′ ∈ zz . 
(3)  ;;; ; eN Z fE ∀= ∈ us ,  () ( ) ( ) ,,, e γγ ′′ ∀∈ Ξ zz , 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ,,,
PA PQ e γγ ′′∈ zz ⇔ ( ) ( ) ii ii uz uz ′ >   ( ) iN ∀∈ , 
() ( ) ( ) ( ) ( ) ,,,
PA IQ e γγ ′′∈ zz ⇔ ( ) ( ) ii ii uz uz ′ = ( ) iN ∀∈ . 
 
このように定義された3つの二項関係写像に関して、 任意の経済環境 ;;; ; eN Z fE = ∈ us に
おいて二項関係 ( )( ) ( )
LS JRF PA QeQ eQe ∪∪ が整合的であるか否かをチェックする事で、 上記
の 3 公理を満たす拡張された社会厚生関数の存在可能性を確認することが出来るのである。  
残念ながら、 二項関係 ( ) ( ) ( )
LS JRF PA QeQ eQe ∪∪ が一般に整合性を満たさない事は
容易に確認される。第一に、二項関係 ( ) ( )
LS JRF QeQ e ∪ は整合性を満たさない。それは
()
LS Qe が拡張された社会的選択肢( ) ,γ z のうち、 もっぱら配分ルールγ の特性にのみ基づく
価値判断基準を表しているのに対し、 ( )
JRF Qe は逆に配分帰結z の特性にのみ基づく価値判
断基準を表していることからも容易に推測がつく。同様の議論は、 ( )( )
LS PA QeQe ∪ が整合
性を満たさない事にも適用できる。では、 ( ) ( )
JRS PA QeQ e ∪ に関してはどうであろうか？こ
れは所謂、資源配分の衡平性と効率性の両立可能性問題としてよく知られている課題に関
わり、二項関係 ( ) ( )





PA Qe と ()
JRS Qe の評価がどこかで衝突するか、 もしくは両評価の接合が
循環的二項関係を導いてしまう事は容易に予想される24。 分配的正義の基準 J が個々人の効
用関数プロフィールを情報的基礎(の一部)として構成されている場合はどうであろうか？
例えば、二項関係 J が無羨望基準を体現している場合、やはり ( )






として、公理 PA との衝突は避けられないのである。 
                                                  
24  実際、Gotoh, Suzumura, and Yoshihara (2005)では、 J がセンの所謂、潜在能力集合の人々への賦与状況を情報的
基礎とする、潜在能力の平等化原理を体現する二項関係である場合に、公理 PA との衝突が不可避であることを証明し
ている。 
25  この系列の最新の研究成果としては、Tadenuma (2002)が挙げられる。また、吉原(2004)も参照の事。  25
 
例 1:    ある経済環境 ;;; ; eN Z fE =∈ us は今、以下のように定義される。 { } 1, 2,3 N = 、
3 x = 、および生産関数は () f xx = である。また、3 人の個人の労働スキルは 1 i s = () iN ∀∈
である。今、個人1の効用関数は以下のように与えられている:    
() , x yZ ∀∈ ,  () ( ) ( ) 1 ,1 ux y xx y θ = −⋅−+  where  ( ) 0,1 θ ∈ . 
また、個人2の効用関数は以下のように与えられている: 
( ) , x yZ ∀∈ ,  ()( ) ( ) [ )
() () []
2
1i f 0 , 1
,
1i f 1 ,
xx y x
ux y
x xy x x
θ
θ
 −⋅−+ ∈  =  +⋅−+ ∈  
. 
他方、個人3の効用関数は 31 uu = としよう。 
  ここで以下の４つの実行可能配分を考える:  
() () ( ) ( )
* 1,1 , 1,1 , 1,1 = z ,  ( ) ( ) ( ) ( )
** 2,2 , 2,2 , 1,1 = z , 
() ( )( )( ) ( )
* 1,1 , 1,1 , 1,1 θθ θ =+ − z ,  ( ) ( ) ( )( ) ( )
** 2,2 , 2,2 , 1,1 θθ θ =− + z . 
これら4つの実行可能配分を経済環境e においてNash均衡帰結として実現するような配分
ルールをそれぞれ
* γ , 
** γ ,  ()
* γ θ ,  及び ( )
** γ θ としよう。 そのとき、 ()
ND JR S Qe の定義より、 
( ) () () ( ) () () ( )
** * * ,, ,
ND JR S PQ e γθ γ θ ∈ zz ,  ( ) () () ( ) ( ) () ( )
** ** ** ** ,, ,
ND JR S PQ e γθ γ θ ∈ zz . 
他方、 ()
PA Qe の定義より、 
() () ( ) ( ) ( ) () ( )
* * ** ** ,, ,
PA IQ e θγθ γ ∈ zz ,  () () ( ) ( ) ( ) () ( )
** ** * * ,, ,
PA IQ e θγ θ γ ∈ zz . 
以上の議論より、 二項関係 () ()
ND JR S P A Qe Q e ∪ は整合的ではない事が確認できる。    Q.E.D. 
 
3.3.  セカンド・ベストな拡張された社会的厚生関数の構成可能性問題への理論的基礎 













  一つのアプローチは、セン=ウイリアムス[Sen and Williams (1980)]で言及された
ところの、諸基準の｢多元的｣適用アプローチ(plural approach)である。今、再び一般的社
会状態の集合 X 上での社会的順序R の構成可能性問題の論脈で考えてみよう。二つの公理








ab R を構成することである:    , X ′ ∀ ∈ xx ,  
() ( ) ,,
ab a b R RR ′′ ∈⇔ ∈ ∩ xx xx ; & 
()( ) () ( ) ( ) ,,
ab a b a b PR PR R R PR    ′′ ∈⇔ ∈∩ ∪ ∩    xx xx . 
この二項関係
ab R は、 二つの公理の体現する二項関係のパレート主義的適用によって構成さ
れたものであり、両公理が一致してx を ′ x よりも少なくとも同程度に望ましいと判断する
場合に限って、社会的判断を形成する事を意味している。すなわち、x と ′ x の相対的望ま
















ものであって、 以下のように定式化される。 今、 任意の二項関係 Rに対して、 ( ) N RX X ⊆×
を以下のように定義する:  , X ′ ∀∈ xx , 
()( ) ( ) ( ) ,, & , N RR R ′′ ′ ∈⇔∉ ∉ xx xx x x .26 




                                                  




lex R として、定式化される:  , X ′ ∀ ∈ xx , 
() () ( ) ,,
ab a a b
lex R RN RR   ′′ ∈⇔ ∈ ∪ ∩   xx xx ; & 
()( ) ()( ) ( ) ( ) ,,
ab a a b
lex PR PR NR PR   ′′ ∈⇔ ∈ ∪ ∩   xx xx .27 
すなわち、公理a ‐第一優先的=公理b ‐第二優先的適用ルールの下でx の方 ′ x よりも少な
くとも同程度に望ましいと判断されるのは、 公理a がそのような評価を要請する場合である





lex R で表すことにしたい。 

























lex R が常に整合的な二項関係を割り当てるか否かは、自明ではないのである。 
 
命題 4:    公理a ‐第一優先的=公理b ‐第二優先的適用ルール
ab
lex R を尊重する社会的順序
                                                  
27辞書的適用ルールのこのような定式化自体は、Suzumura (2004)に依拠している。  28
が存在するための必要十分条件は、
ab











ND PA J RS Q
  の二つの可能性を探ることが出来る。それぞれ、任意のeE ∈ に関して、 
() () () ( ) ()
ND ND ND JR S P A JR S JR S P A Qe Q e N Q e Q e   =∪ ∩
 
   & 
() ( ) () ( ) () ( ) () ( )
ND ND ND JR S P A JR S JR S P A PQ e PQ e NQ e PQ e   =∪ ∩
 
  ; 
() () () ( ) ()
ND ND PA J RS PA PA J RS Qe Q e N Q e Q e   =∪ ∩  
   & 
() ( ) () ( ) () ( ) () ( )
ND ND PA J RS PA PA J RS PQ e PQ e NQ e PQ e   =∪ ∩
 
  , 
と定義されている。 
  残念ながら例 1 の経済環境と 4 つの実行可能配分に基づいて考察するならば、二
項関係 ()
ND JR S P A Qe
  も ()
ND PA J RS Qe
  も、いずれも整合的ではないことを確認できてしまう。例
えば順序付けられたペア ( ) () () ( ) ( )
** * * ,, , γ θγθ zz とペア ( ) () () ( ) ( )
** ** ** ** ,, , γ θγ θ zz は、いず
れもパレート比較不可能なペアであり、従って ( ) ( )
PA N Qe に属する。その結果、例 1 の非
整合性の議論は二項関係 ()
ND PA J RS Qe
  に関してもそのまま適用できてしまう。 同様の議論は、
二項関係 ()
ND JR S P A Qe
  に関しても適用できるのである。 
  以上の議論が示すように、諸基準の辞書的適用アプローチでは、一般に互いに相
対立する諸公理間の矛盾をうまく調整して、それらの公理の要請を何らかの程度で反映す
るような社会的厚生関数を構成することは不可能である。 多くの状況において、 公理a ‐第
一優先的=公理b ‐第二優先的適用ルール
ab
lex R が整合性を満たさないからである。この問題 29
を解決するには、公理a の比較不可能ペアの集合 ( )
a N R の部分集合をうまく選び取って、
その部分集合の範囲のみで公理b を適用する方法が考えられる。 すなわち、 ある適当な部分
集合 ( ) ( )
* aa N RN R ⊆ を選択することで、 
( )
** ab a a b
lex R RN RR   ≡∪ ∩    
を定義し、この
*ab




ND J RS PA Q
  の定義から始めよう。 第一に、 二項関係 () ( )
*
ND JR S N Qe は以下のように定義される: 
;;; ; eN Z fE ∀= ∈ us ,  () ( ) ( ) ,,, e γγ ′′ ∀∈ Ξ zz ,  
() ( ) ( ) () ( )
* ,,,
ND JR S NQ e γγ ′ ′′ ∈⇔ ≠ zz x x  or  ( ) ( ) ;; HH ′ = =∅ zu z u . 
かくして、二項関係写像
*
ND J RS PA Q
  は、任意のeE ∈ に関して、 
() () () ( ) ()
**
ND ND ND JR S P A JR S JR S P A Qe Q e N Q e Q e   =∪ ∩
 
   & 
() ( ) () ( ) () ( ) () ( )
**
ND ND ND JR S P A JR S JR S P A PQ e PQ e N Q e PQ e   =∪ ∩
 
  , 
と定義される。次に二項関係写像
*
ND PA J RS Q
  を定義する。二項関係 ( ) ( )
* PA N Qe の定義は: 
;;; ; eN Z fE ∀= ∈ us ,  () ( ) ( ) ,,, e γγ ′′ ∀∈ Ξ zz ,  
() ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
* ,,, ,
PA N Qe P e γγ ′′ ′ ∈⇔ ∈ zz z z , 
但し () Peは経済環境e におけるパレート効率的配分の集合である。かくして、二項関係写
像
*
ND PA J RS Q
  は、任意のeE ∈ に関して、 
() () () ( ) ()
**
ND ND PA J RS PA PA J RS Qe Q e N Q e Q e   =∪ ∩  
   & 
() ( ) () ( ) () ( ) () ( )
**
ND ND PA J RS PA PA J RS PQ e PQ e N Q e PQ e   =∪ ∩
 
  , 
と定義される。  30




(i)  () *
ND LS PA J RS
Q
  
; (ii)  () *
ND PA J RS LS
Q
  
; (iii)  ( ) *
ND LS J RS PA
Q
  
; (iv)  ( ) *






きは(i)  () *
ND LS PA J RS
Q
  
  及び(iii)  ( ) *









的多様性基準を体現したものであることを鑑みれば、 ( ) *
ND LS PA J RS
Q
  
  及び () *























                                                  
28  詳細に関しては、後藤・吉原(2004)を参照の事。  31
の研究に関連する最新の文献として、例えば Kaplow and Shavell (2001)及び Blackorby, 










Blackorby et al. (2005)は、拡張的なプロフィールの定義域を持つ社会的厚生関数が、定義
域の普遍性、パレート無差別原理、拡張されたプロフィールに関する無関連の選択肢から












社会的厚生関数しか有り得ないという Blackorby et al. (2005)の定理は、厚生主義を支持す
べき強い論拠を与える様に見える。 
これらの研究と本稿で考察された議論との位置関係について簡単に言及しておこ






                                                  
29  Kaplow and Shavell (2001)では、パレート無差別原理を社会的厚生関数の厚生主義的性質の定義と考えている。  32
像)として定義されるべきもの30であって、従って移ろいやすい主観的消費選好の表現であ
る効用関数とは異なった形式的取り扱いをすべきものであるからだ。実際、我々が定理 3
で存在を証明した拡張的社会的厚生関数のタイプ ( ) *
ND LS PA J RS
Q
  
には、 Blackorby et al. (2005)
の意味での独立性公理も満たすものが存在する。それは我々の考察する関数が、彼らの意
味での定義域の普遍性公理を満たしていないからである。 
第二に、Kaplow and Shavell (2001)の結論は、本稿における例 1 での議論と基本
的に同じである。しかし、不可能性という意味では、我々の例 1 は Kaplow and Shavell 
(2001)のケースとは違って社会的厚生関数の連続性を仮定していない故に、 より強い命題で
あると言える。また、この不可能性命題自体は、厚生主義を支持する含意を必ずしも持つ
ものではない。 なぜならば、 Fleurbaey, Tungodden, and Chang (2003)も指摘するように、
パレート無差別原理と厚生主義の公理とは同値ではないからだ。実際、我々の拡張的な社
会的厚生関数のタイプ () *
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